
会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令案の概要

第１ 制定の趣旨

会社法（平成１７年法律第８６号）は，平成１８年５月１日に施行を予定してい

るところ，同法の委任に基づく法務省令として，既に「会社法施行規則 「会社計」，

算規則」及び「電子公告規則」を公布したところである。

これらの省令は平成１７年１１月２９日から同年１２月２８日までの間，実施し

たパブリック・コメントを踏まえて策定されたものであるが，法務省民事局におい

て，会社法の適正かつ円滑な施行に十全を期すため，これらの法務省令についてさ

らなる見直しの要否についての検討を進めた結果，今般，会社法施行規則及び会社

計算規則の改正案を取りまとめたので，パブリック・コメント手続により，これに

対する意見を募集するものである。

第２ 改正案の概要

１ 会社法施行規則関係

イ 単元未満株主の権利（３５条２項関係）

株券発行会社においては，単元未満株主から，会社法１３３条１項及び１３７

条１項の規定による株主名簿の名義書換請求をする権利を奪えないこととするも

のである。

ロ 相互保有株主の判断時点（６７条，附則２条６項関係）

相互保有株主に該当するかどうかの判断をすべき時点について，原則として，

株主総会の日を基準として判断することとしながら，株主総会において議決権を

行使することができるための株主を確定するための基準日を設けた会社において

は，一定の要件のもとに例外的取扱いを認めることとするものである。

ハ 監査役等の監査役会等への出席の状況（１２４条関係）

社外役員が監査役・監査委員である場合においては，これらの者の監査役会・

監査委員会への出席状況も開示事項とするものである。

ニ 社外取締役等に該当するかどうかの判断基準（附則２条関係）

社外取締役等の要件を判断するのに際して，会社法施行前において子会社の業

務執行取締役等であったかどうかを判断する場合においては，現行商法における

子会社の業務執行取締役等であったかどうかという基準で判断することとするも

のである。



ホ 市場価格の算定方法（附則３条関係）

， ，単元未満株式の買取り等の際の価格の市場価格の算定方法について 当分の間

公開買付け価格を判断の対象から除外することとするものである。

ヘ 招集通知発出後の修正事項の周知方法（附則４条関係）

現行商法のもとで作成される営業報告書を会社法の規定により開催される株主

， ，総会に提出する場合においても 招集通知発出後の修正事項の周知方法について

会社法施行規則と同様の取扱いができることを明確化するものである。

２ 会社計算規則関係

イ 新株予約権以外のストック・オプション等の取扱い（８７条８項関係）

新株予約権以外の権利であって，付与により貸借対照表の純資産の部に新株予

約権として計上されるものについて，当該権利が行使された場合における資本金

等の額の算定方法を新株予約権と同様の取扱いとすることとするものである。

ロ 会計監査人の意見の取扱い（１５４条１項２号，１６３条１号関係）

会計監査人の監査の対象に臨時計算書類が加えられたことに伴い，会計監査報

告における監査意見を例示列挙とすることとした上で，計算書類等の承認の特則

に関する要件についても 「無限定適正意見」のほか，これに相当する意見であ，

る場合も含めることとするものである。

ハ 招集通知発出後の修正事項の周知方法（附則３条，９条，１０条関係）

１ヘと同趣旨の改正をするものである。

第３ 施行期日

本省令の公布日とする。


